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利用契約書 

 

      様（以下「利用者」という。）と株式会社マザーズ(以下「事業者」といいます。）よ

ろず家せんげん（以下「事業所」といいます。）とは、利用者に対して行う、共生型通所介護（以

下「サービス」という。）について、次のとおり契約を締結します。 

 

第１条（契約の目的） 

事業者は、利用者に対し、介護保険法及び関係法令の趣旨を遵守し、利用者が可能な限りその

居宅においてその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるようサービスを提供

し、利用者は、事業者に対しそのサービスについての料金を支払うものとします。 

第２条（契約期間） 

1 この契約の期間は、令和  年  月  日より利用者の要介護認定又は要支援認定の有効期間

満了日までとします。 

２ 契約期間満了日の７日前までに、利用者から事業者に対して文書による契約終了の申し出がな

い場合は、次の要介護認定又は要支援認定の有効期間満了日までを新たな契約期間として、この契

約は自動更新されるものとします。 

第 3 条｛通所介護計画・介護予防サービス支援計画書｝ 

1 事業者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、利用者及び身元

引受人と介護従事者との協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの

内容等を記載した通所介護計画又は介護予防サービス支援計画書（以下「通所介護計画等」とい

います。）を、速やかに作成します。 

２ 事業者は、通所介護計画等作成後においても、その実施状況の把握を行い、必要に応じて通

所介護計画等の変更をします。 

  ３ 利用者及び身元引受人は事業者に対し、いつでも通所介護計画等の内容を変更するよう申

し出ることができます。この場合、事業者は、明らかに変更の必要がないとき及び利用者また

は身元引受人の不利益となる場合を除き、利用者の希望に沿うように通所介護計画等の変更を

行います。 

  ４ 事業者は、通所介護計画等を作成し、また同計画を変更した場合は、その通所介護計画等を

利用者及び身元引受人に対し、内容を説明するとともに同意を得ます。 

第４条（サービスの提供場所・内容） 

1通所介護等の提供場所は、よろず家せんげんです。所在地及び設備の概要等は、「重要事項

説明書」のとおりです。 

２ 利用者が、利用できるサービスの種類は、「重要事項説明書」のとおりです。事業者は、

「重要事項説明書」に記載された内容について、利用者及びその家族に説明します。 

３ 事業者は、利用者の希望、状態等に応じて、前項に定める各種サービスを適切に提供しま

す。 

４ 事業者は、通所介護計画等が作成されている場合には、当該計画に沿ってサービスを提供し

ます。 
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５ 利用者は、サービス内容の変更を希望する場合には、事業者に申し入れることができます。

その場合、事業者は、可能な限り利用者の希望に沿うようにします。 

第５条（サービスの提供の記録） 

1事業者は、通所介護等の提供に関する記録を作成し、この契約終了後5年間保管します。 

２ 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する前項の記録を閲覧す

ることができます。 

３ 利用者は、当該利用者に関する第１項の記録の複写物の交付を受けることができます。 

第 6 条（利用料等の支払） 

1 利用者又は身元引受人は事業者に対し、通所介護計画等に基づき事業者が提供する介護保険給

付サービス並びに介護保険給付外サービスについて、別紙「重要事項説明書」のとおりの利用料

等を支払います。 

２  事業者は、利用者が事業者に支払うべき通所介護サービスに要した費用について、利用者が

介護サービス費として保険者より支給を受ける額の限度において、利用者に代わって保険者よ

り支払いを受けます（以下「法定代理受領サービス」という）。                                        

３ 事業者は利用者又は身元引受人に対して毎月 20 日までに前月の利用料等の請求書を送付

します。請求された金額を当月末日までに、事業者の指定する方法により支払います。 

４ 事業者は、利用者又は身元引受人から利用料等の支払いを受けたときは、利用者又は身元引

受人に対し、領収証を発行します。 

第７条（サービスの中止） 

1利用者は、健康上の理由及びその他の事由により、サービスの利用を中止することができま

す。なお、次のとおり通知した場合はキャンセル料が発生しません。 

（１）利用者は、事業者に対して、サービス利用予定日の前日午後５時までに通知して下さ

い。なお、利用予定日の前日が日曜日・祭日等の場合は、その前日午後５時までに通知して下

さい。 

（２）体調不良等やむを得ない事情の場合は、利用者は、事業者に対して、サービス利用予定

日当日の午前８時までに通知して下さい。 

２ 事業者は、利用者の体調不良等の理由により、通所介護等の提供が困難と判断した場合、サ

ービスの提供を中止することができます。 

３ 天候不順（降雪・台風等）または災害等によりサービスの実施が困難な時はサービスを中止

させていただくことがございます。 

第８条（料金の変更） 

1事業者は、利用者に対して、原則として３０日前までに文書で通知することにより、利用料

及び食費等の単価の変更（増額又は減額）を申し入れることができます。 

２ 利用者が料金の変更を承諾する場合は、新たな料金に基づく「料金表」を作成し、お互いに

取り交わします。 

３ 利用者が料金の変更を承諾しない場合は、事業者に対し文書で通知することにより、この契

約を解約することができます。 

第９条（契約の終了） 

1利用者は、７日の予告期間をおいて事業者に対して文書で通知することにより、この契約を
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解約することができます。但し、利用者の病変、急な入院等やむを得ない事情がある場合は、

予告期間が７日以内の通知でもこの契約を解約することができます。 

２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合、３０日の予告期間をおいて利用者に対して理由を

記載した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。 

３ 次の事由に該当した場合、利用者は、事業者に対して文書で通知することにより、直ちにこ

の契約を解約することができます。 

（１）事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合。 

（２）事業者が守秘義務に反した場合。 

（３）事業者が利用者又はその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合。 

４ 次の事由に該当した場合、事業者は、利用者に対して文書で通知することにより、直ちにこ

の契約を解約することができます。 

（１）利用者が、事業者に支払うべき料金を、正当な理由なく2ヶ月以上遅延し、事業者が料

金を支払うよう催告したにもかかわらず１０日以内に支払わなかった場合。 

（２）利用者が、正当な理由なくサービスの利用中止をしばしば繰り返した場合、又は利用者

の入院・入所・病気により、３ヶ月以上にわたってサービスが利用できない状態であることが

明らかになった場合。 

（３）利用者又はその家族が、事業者や事業者の職員又は他の利用者等に対して、この契約を

継続し難いほどの背信行為を行った場合。 

５ 次の事由に該当した場合、この契約は自動的に終了します。 

（１）利用者が介護保険施設に入所した場合。 

（２）利用者が死亡した場合。 

第10 条（秘密保持） 

1事業者は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族、身元引受人等に関する秘密、

個人情報については、利用者または第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由があ

る場合を除いて、契約中及び契約終了後、第三者に漏らすことはありません。 

２あらかじめ文書により利用者又は身元引受人の同意を得た場合は、前項の規定にかかわら

ず、一定の条件の下で情報を提供することができます。 

第11 条（緊急時の対応） 

事業者は、通所介護等の提供を行っているときに、利用者の健康状態が急変した場合及びそ

の他必要な場合は、あらかじめ届け出られた緊急連絡先へ可能な限り速やかに連絡するととも

に、医師に連絡を取る等必要な措置を講じます。 

第12 条（連携） 

事業者は、通所介護等の提供にあたり、介護支援専門員及び保健医療サービス並びに福祉サ

ービスを提供する関係者等との密接な連携に努めます。 

第13 条（相談・苦情対応） 

1事業者は、利用者及びその家族からの相談、要望、苦情等に対応する窓口を設置し、通所介

護等に関する利用者の相談、要望、苦情等に対し迅速に対応します。 

２ 窓口は「重要事項説明書」のとおりです。 

第 14 条（損害賠償） 
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1 事業者は、利用者に対する介護サービスの提供に当たって、万が一事故が発生し、利用者の生

命・身体・財産に損害が発生した場合は、不可抗力による場合を除き、速やかに利用者に対して

損害を賠償します。但し、利用者に重過失がある場合は、事業者は賠償責任を免除され、または

賠償額を減額されることがあります。 

２ 事業者は、万が一の事故発生に備えて重要事項説明書記載の通り損害賠償責任保険に加入し

ています。 

３ 利用者の故意または重過失により、通所フロアまたは備品につき通常の保守・管理の程度を

越える補修等が必要となった場合には、その費用は利用者又は身元引受人が負担します。 

第 15 条（身元引受人） 

事業者は、利用者に対し、身元引受人を立てることを求めるものとします。ただし、社会通念上、

これが出来ない相当の理由があると認められる場合は、その限りではありません。 

２ 身元引受人は、本契約にもとづき利用者が債務を負うときは、極度額 100 万円の範囲内で、

利用者と連帯して履行の責任を負うものとします。 

第 16 条（合意管轄） 

本契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、名古屋地方裁判所をもって第一

審管轄裁判所とすることを、利用者及び身元引受人、事業者は予め合意します。 

第 17 条（契約に定めのない事項） 

この契約に定めのない事項及び疑義がある場合は、介護保険法令その他法令の定めるところ

により、利用者及び身元引受人、事業者が協議のうえ、誠意をもって処理するものとします。 
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重 要 事 項 説 明 書 

                                                                                                                                        

（令和 6年 ５月 ２7日現在） 

１．事業主体概要 

事業主体名      マザーズ 

法人の種類 株式会社 

代表者名 野口恵介 

所在地 名古屋市西区新道一丁目 2 番 5 号 

資本金 300 万円 

法人の理念  人生 楽しく 自分らしく 

他の介護保険関連の事業 

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

グループホーム円頓寺 

グループホーム円頓寺東館 

グループホーム円頓寺北館 

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護 よろず家本陣 

・居宅介護支援 居宅介護支援事業所マザーズ 

・訪問介護・予防専門型訪問サービス 訪問介護マザーズ 

・（介護予防）訪問看護 訪問看護マザーズ 

他の介護保険以外の事業 

・住宅型有料老人ホーム ほんじんの森 

・住宅型有料老人ホーム きくいの森 

・住宅型有料老人ホーム なごのの森 

・住宅型有料老人ホーム ほのかの森 

・住宅型有料老人ホーム せんげんの森 

・住宅型有料老人ホーム なかむらの森 

 

２．事業所概要 

事業所名 よろず家せんげん 

法人理念 人生 楽しく 自分らしく 

事業内容 
・共生型通所介護、共生型予防専門型通所サービス 

・生活介護 
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基本方針 

１、ノーマライゼーションの思想 

  どんな状態であっても差別されることなく、その人らしく暮らし

続けることができるようなケアを提供します。 

２、人権の擁護とプライバシーの保護 

  人間としての尊厳や権利を損なうことなく、その人らしく暮らし

続けることができるようなケアを提供します。 

３、自然からの回復力を得る 

  できる限り豊かな自然を暮らしの中に取り入れるようなケアを

提供します。 

４、地域に開かれた事業所づくり 

  地域と“共にある”こと、地域の一員として暮らし続けることが

できるようなケアを提供します。 

５、専門性の向上と倫理の確立 

  利用者への的確な支援、ケアを行うために、専門性の向上と倫理

の確立に行けて自己研鑽に励みます。 

責任者  管理者 岡田舞姫 

開設年月日 ２０２２年 ９月１日 

保険事業者指定番号 介護：2370403715     予防：23A0400961 

所在地、電話・FAX 番号 

名古屋市西区押切 1-9-25      

TEL：052-414-7449 

FAX：052-908-4773 

交通の便 市営地下鉄 浅間町駅 4 番出口 徒歩１0 分 

敷地概要（権利関係） 自社物件 

建物概要（権利関係） 
構造：鉄筋コンクリート造陸屋根 4 階建て 1 階、2階部分    

床面積：1 階 57.22 ㎡ 2階 43.04 ㎡ 

共用施設の概要 
リビング、キッチン、洗面所、風呂、トイレ、静養室、相談室 

事務室 

緊急時の対応方法 

通所介護・予防専門型サービスの提供中に、利用者の体調悪化時や病

状の急変等の緊急時には、利用者の主治医又は協力医療機関へ連絡

し、必要な措置を速やかに講じます。また、利用者の家族に速やかに

連絡させていただきます。 

 病状等の状況によっては、事業者の判断により救急車による搬送を

要請することもあります。 

防犯防災設備 

避難設備等の概要 
施錠、消火器、階段、自動火災報知設備 

損害賠償責任保険加入先 東京海上日動火災保険 
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３．職員体制（主たる職員） 

職員の職種 員数  保有資格 
研修会受講等 

内 容   

管理者 

（岡田舞姫） 
1 名 介護福祉士  

サービス管理責任者 

（岡田舞姫） 
１名 サービス管理責任者  

生活支援員 3 名以上 
実務者研修 

介護福祉士 
 

機能訓練員 1 名以上 准看護師  

看護職員 1 名以上 准看護師  

 

４．勤務体制 

昼間の体制 日勤 8：00～17：00 

 

５．利用状況（令和 6 年 3 月 7 日現在） 

利用者数 定員 20 人 

要介護度別 

要介護度１： 9 人  要介護度２： 2 人  要介護度３： 8 人 

要介護度４：  0 人 要介護度５： 2 人  

要支援 1： 0 人  要支援 2： 3 人 事業対象者： 0 人 

 

６．通所利用にあたっての留意事項 

・被保険者証の提示：サービス利用の際には、介護保険被保険者証を提示してください。 

・サービス提供中：気分が悪くなったときは、速やかに申し出てください。 

・天候不順（降雪・台風等）または災害等によりサービスの実施が困難な時はサービスを中止させて 

 いただくことがございます。 

・施設内の居室や設備・器具は本来の用法にしたがってご利用下さい。これに反したご利用により 

破損等が生じた場合、賠償していただくことがございます。 

・喫煙はお断りします。 

・騒音等他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。 

・施設内での他の利用者に対する宗教活動および政治活動はご遠慮ください。 

・施設内でのペットの持ち込み及び飼育はお断りします。 
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7．事業実施地域、営業時間、定員等 

営業日  月～土曜日 但し、12 月 30 日～1月 3 日を除く 

営業時間  8 時 0０分～１7 時 00 分 

サービス提供時間 ９時０0 分～１5 時０５分 

通常の事業実施地域 名古屋市北区、西区、中村区、中川区 

定員 利用定員 １日２０名 

 

 

8．サービスの概要および利用料等 

 ① 通常サービス（別紙料金表参照） 

食事介助 
食事の提供及び食事の介助をします。 

食事は食堂でとっていただくよう配慮します。 

排泄介助 
利用者の状況に応じ、適切な介助を行うとともに、排泄の自立につい

ても適切な援助を行います。 

健康チェック 血圧測定、体温測定等、利用者の健康状態の把握に努めます。 

送 迎 利用者の希望により、車でご自宅と事業所間の送迎を行います。 

  

② 加算対象サービス（以下のサービスは介護報酬の加算対象となっています。別紙料金表参照） 

入浴介助加算 
利用者の状況に応じ、衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身等の適切な

介助を行います。 

個別機能訓練加算 
機能訓練指導員が利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し機能訓練を実

施します。 

通所介護生活相談員 

配置等加算 
地域にあるどんぐり広場の清掃・整備・美化に貢献しています。 

介護職員処遇改善 
介護職員の処遇を改善するために、賃金改善や資質の向上等の取り組み

を行う事業所に認められる加算です。 

特定介護職員処遇改善 
技能・経験のある介護職員の処遇改善を目的に、介護報酬をさらに加算

して支給する制度です。 

通所介護ベースアップ

等支援加算 

コロナ克服・新時代開拓のための経済対策の一つとして、介護職員の処

遇改善を目的に創設された加算です。 
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③ 減算対象サービス（以下のサービスは介護報酬の減算対象となっています。別紙料金表参照） 

送迎減算 事業所が送迎を行わない場合（片道につき） 

 

 

9．非常災害対策 

避難訓練の実施 年 2 回（4 月・9 月） 

 

 

10．苦情相談機関 

苦情相談窓口 

・担当者   管理者   岡田舞姫   

・受付時間  営業日の 8:00～17:00 

・電話：052-414-7449 FAX：052-908-4773 

外部苦情申立て機関 

（連絡先電話番号） 

機 関 名：名古屋健康福祉局高齢福祉部 介護保険課 

（電話）052－959-3087（ＦＡＸ）052－959-4155 

国保連 苦情申し立て窓口（電話）052‐971-4165 
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個人情報の使用に係る同意書 

 

以下に定める条件のとおり、私及び代理人は、株式会社マザーズが、私および身元引受人、家族の

個人情報を下記の利用目的の必要最低限の範囲内で使用、提供、または収集することに同意します。 

１、利用期間 

 介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

２、利用目的 

（１） 介護保険における介護認定の申請及び更新、変更のため 

（２） 利用者に関わる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供されるために実

施するケアカンファレンスでの情報提供のため 

（３） 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険者）、その他

社会福祉団体等との連絡調整のため 

（４） 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合および主治医等の意見を求める必要の

ある場合 

（５） 利用者の利用する介護事業所内のケアカンファレンスのため 

（６） その他サービス提供で必要な場合 

（７） 上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

３、使用条件 

（１） 個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用しない。ま

た、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、第三

者に漏らさない。 

（２） 個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開示す

る。 

４、肖像権について 

当施設のホームページ・パンフレット・施設内研修・掲示物・ブログ・SNS・広報誌などにおい

て、ご利用者様の映像・写真を使用させていただきたい場合がございます。 

使用につきまして以下に○をご記入していただくか、同意する・同意しないとご記入ください。 

 

 

同意する  ・  同意しない 
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令和  年  月  日 

 

共生型通所介護・予防専門型通所サービスの提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づき、契

約書・個人情報の使用に係る同意書・重要事項説明書を説明しました。上記の契約を証するため、本

書 2 通を作成し、利用者及び事業者双方署名押印の上、各自 1 通を保有するものとします。  

 

      事業者        所在地：名古屋市西区新道一丁目 2 番 5 号 

                 法 人：株式会社マザーズ 

      事業所        所在地：名古屋市西区押切 1-9-25 

                    名 称：よろず家せんげん 

                  

管理者：    岡田舞姫    

                  

私は本書面により、事業者から共生型通所介護・予防専門型通所サービスにおける契約書・個人情報

の使用に係る同意書・重要事項説明書について説明を受けました。また、事業者が利用目的の範囲内

で私及び家族等の個人情報を使用することに同意します。 

 

 

      利 用 者      （住所） 

 

                 （氏名）                 

      

 代 理 人 

                 （住所） 

 

                 （氏名）                 

                  

（続柄） 

 

身元引受人 

      （家族）       （住所） 

 

                 （氏名）                 

                  

（続柄） 
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